



　政軍関係（civil-military relations, Civ-Mil, CMR）とは「一国家における政
府（や一般社会）と軍の関係」を指し（1），規範的な概念としてシビリアン・コ
ントロール（civilian control of the military），日本語では文民統制といわれる考
え方がある。政軍関係研究において必読書とされている『軍人と国家』（The 



























下，訓令 9 号），内局幹部への任用資格制限が挙げられる（6）。訓令 9 号とは，



















　日本は，1945 年 8 月 14 日にポツダム宣言の受諾を決定し，9 月 2 日に米戦




the Supreme Commander for the Allied Powers）であるダグラス・マッカーサー
（Douglas MacArthur）元帥は 1945 年 8 月 30 日に厚木飛行場に到着し，GHQ
（General Headquarters）による間接統治が，1952 年 4 月 28 日のサンフランシ
スコ平和条約の発効まで行なわれた。この間，GHQ は，新憲法を制定し，朝
鮮戦争を機に警察予備隊を創設する。
　現在，日本国憲法第 66 条第 2 項には「内閣総理大臣その他の国務大臣は，
文民でなければならない」という「文民条項」がある。しかし，この「文民条
項」は，新憲法成立過程において，1946 年 2 月に完成した「マッカーサー草
案」（8），同年 6 月 20 日に衆議院へ提出された「日本政府案」（9）のいずれにも入っ
てなかった規定である。国会審議中に一度，極東委員会（FEC: Far Eastern 
Commission）の意向として，「文民条項」の挿入が検討されたが，新憲法は「戦
力の不保持」を掲げているため無意味だと判断され，結局加えられなかった。
　しかし，7 月 29 日の衆議院における「芦田修正」により，極東委員会にお
いて「文民条項」に関する議論が再浮上した（10）。「芦田修正」とは，のちに首
相となる芦田均が委員長を務める衆議院憲法改正特別委員会において，憲法









　GHQ の民政局（GS: Government Section）局長であるコートニー・ホイット
ニ （ーCourtney Whitney）准将と同局次長のチャールズ・ケーディス（Charles L. 
Kades）大佐は 9 月 24 日，吉田茂へ「これは極東委員会からの強い要請であり，





盛んであった追放令の一種の延長であろう」（14）と考え，9 月 27 日に，法制局次
長である佐藤達夫は「武官の職歴を有しない者」との案をケーディスに提示し
たが，「civilian」の意味は当然ながら違った。9 月 28 日，貴族院の憲法改正特
別委員会において「文民条項」に関する小委員会を設置し，15 名の小委員に
よる秘密懇談という形式で検討が進められた（15）。小委員会（委員長・橋本實斐）




1946 年 3 月 5 日，英国首相であるウィンストン・チャーチル（Sir Winston 
Leonard Spencer-Churchill）は，米国において東西対立の緊張を象徴する「鉄




　1950 年 6 月 25 日，「冷戦の真珠湾」（17）とも例えられる朝鮮戦争が突如勃発
し，マッカーサーは，7 月 8 日に首相である吉田へ警察予備隊を発足させるた





















けです」（21）と述べている。一方，GHQ の担当組織である民事局別室（CASA : 







































隊本部（長官）―部隊中央本部（本部長）―各隊」となり，1950 年 8 月 10 日















　戦後，旧軍は解体され，公職追放を受けた人々もいたが，GHQ 参謀第 2 部（G2）
のチャールズ・ウィロビ （ーCharles A. Willoughby）少将の下で復員業務に当たっ
ていたグループとして，元陸軍大佐である服部卓四郎を中心とする「服部グルー

























































　1951 年 4 月，朝鮮戦争における意見の対立からマッカーサーはトルーマン
米大統領によって解任され，米第 8 軍司令官であるマシュー・リッジウェイ




へ移駐した第 16 軍団（第 40・45 州兵師団）が北海道と青森の防衛を担当する
















　その後，1952 年 7 月に警察予備隊を改編するための保安庁法が成立し，8
月 1 日に保安庁と警備隊（海上自衛隊の前身）が設置され，10 月 15 日に保安






































が審議する（第 3 条 3），③原則として，自衛官は国会や他省庁と連絡や交渉
をしてはならない（第 8 条，第 14 条），④幕僚監部が作成した方針や報告等は，












































































































後に首相 8 8 2
初 入 閣 2 7 22
注） 筆者が作成。防衛庁発足（1954 年 7 月 1 日）から冷戦終結時
の第 1 次海部内閣（1989 年 8 月 10 日）までに就任した各大
臣を対象とした。























僚によるオートパイロット状態（64））が続く中，1989 年 11 月にベルリンの壁
は崩壊し，翌月にはマルタ島にて米国のジョージ・H・W・ブッシュ（George 
Herbert Walker Bush） 大 統 領 と ソ 連 の ミ ハ イ ル・ ゴ ル バ チ ョ フ（Mikhail 
Sergeevich Gorbachev）書記長によって冷戦の終結が宣言された。2 極構造で
あった冷戦が終わったことにより，国際政治の在り方が大きく変化しようとす
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　1992 年 6 月に国際平和協力法が成立し，9 月 17 日には自衛隊が国連カンボ
ジア暫定機構（UNTAC）へ派遣され，以後，自衛隊の海外派遣に関する法律
が次々と成立するわけだが，冷戦後日本における安全保障の変化はこのよう









　一方，日本国内でも大きな変化が起こり，1993 年 8 月に細川護煕を首相と
する非自民党政権が誕生したことによって 55 年体制は崩壊し，細川の強いイ
ニシアチブによって設置された防衛問題懇談会（座長・樋口廣太郎アサヒビー
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合憲，日米安保堅持」と発言し，大きな衝撃を与えた。また，1993 年 5 月の












































































によって 1997 年 6 月 30 日付けで同訓令は廃止となった。
　5　おわりに


































2008 年 7 月に出された防衛省改革会議の最終報告により防衛大臣補佐官に置
き換えられることで廃止され，2009 年 8 月 1 日付けで 1 名の大学教授が，初
代防衛大臣補佐官（非常勤）に就任した。「文官優位システム」を形成してい
た訓令 9 号，防衛参事官制度，内局幹部への任用資格制限の内，前者 2 つが廃
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